
 
 
 
 

回想 バブル期の土地対策と国土利用計画法及び土地基本法

元国土庁事務次官 藤原 良一
ふじわら よしかず

はじめに

国土利用計画法施行 周年を迎え、同法に関し

てなにか自由に執筆するようにとの依頼があった。

有難い話であるが、なにせ私が土地行政に携わっ

たのは、昭 年 月から平 年 月までの 年間

であり、既に仕事を離れてから 半世紀近くが経

過している。今更出番ではないと大いに躊躇した

が、在任中は将に土地バブルが生成、膨張、崩壊

に至る厳しい時期であり、国土利用計画法の運用

にも係ってきた。当時のことについては、既に関

係各方面で整理、分析、評価され、時代に即応し

た新しい土地対策が展開されているが、当時の担

当責任者の一人として、バブル期に講じられた対

策につて、印象に残る主なものを順を追って回想

し、及ばずながら責めを果たしたいと思う。

バブル期の土地対策

地価高騰の状況・要因・対策

イ バブル前

我が国の地価は、終戦後から平成初期のバブル

崩壊までは、ほぼ一貫して上昇してきた。経済社

会の発展に宅地供給が追い付かず、常に需給が逼

迫していたからである。

昭和 年代は、所得倍増計画の下で経済の高度

成長、工業化の進展により 大都市、工業地等の

地価が大幅に上昇した。昭和 年代は、都市化と

核家族化の進展により全国的に住宅需要が増大し、

また、列島改造の旗の下で、企業の事業用地の需

要も旺盛であった。加えて、貿易黒字の累積、過

剰流動性・投機的取引の増加も顕著で、地価は全

国的に急騰した。特に昭 年、 年の地価（地

価公示、 月 日現在）の対前年上昇率は、三大

都市圏平均で ％、 ％、地方圏平均で

％、 ％に達し、深刻な社会経済問題を惹

起した。土地を所有しておれば損をしないという、

いわゆる土地神話が定着したのはこの頃からだと

思う。昭和 年代は、ニクソンショック、オイル

ショックを経て、我が国経済も安定成長期に移行

したと言われ、前半はさしもの地価高騰も沈静化

したが、中頃には団塊の世代の住宅需要増により、

大都市圏で二桁の上昇がみられ、地方圏でも定住

構想の下で、地価は強含みで推移し先行きが懸念

されていた。

昭和 年代の土地対策は、宅地供給を促進して

需給緩和を図ることを主としており、都市郊外の

大規模住宅団地、工業団地等の開発が積極的に推

進され、そのため土地税制や都市計画制度等が活

用された。しかし、昭和 年代の異常高騰は、深

刻な住宅取得難、通勤の遠隔化、スプロールによ

る土地利用の混乱、土地投機の増加等をもたらし、

それまでの対策では不十分であった。そうした事

態に対処し、社会の要請に応えるため制定された

のが、地価公示法であり、国土利用計画法である。

爾来、地価公示は、取引情報が不十分な土地市場

に対して、適正取引のための指針を与える役割を

果たしてきている。また、国土利用計画法は、国

特集 国土利用計画法施行 周年を迎えて
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注 地価変動率： 昭和 ～ 年 市街地価格指数 大都市 全用途平均（日本不動産研究所）

昭和 年以降 地価公示 東京圏 全用途平均 対前年変動率（国土交通省）

注 名目 変動率：国民経済計算（内閣府）
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付図 地価と名目 の変動

 

地価変動率

名目 変動率

土利用と公共の福祉との関係についての理念を示

し、後述するような課題を抱えながらも、あるべ

き国土利用計画・土地利用計画の枠組みを定める

とともに、土地取引に公的規制の途を拓いたもの

で、土地政策にとって画期的な法律であった。

ロ バブル期

昭和 年頃から東京都心に端を発した地価の

上昇はすさまじい勢いであった。東京圏の商業地

の対前年上昇率は、昭和 年 ％、昭和 年

％、昭和 年 ％で、最高上昇地点に至

っては、昭和 年東京都中央区で ％、昭和

年三鷹市で ％、昭和 年は市川市で ％

であり、将に狂乱地価であった。このような異常

高騰が、少しタイムラグをおいて東京都心から東

京圏全域、三大都市圏、地方圏の枢要都市へと順

次波及して行き、平成 年頃まで継続したわけで

ある。ちなみに （名目）の対前年伸び率は、

昭 年 ％、昭 年 ，％、昭 年 。％

であったのに対し、昭 年 ％、昭 年 ％

で、昭 年 ％で、 年代に入り 年代の約

分の まで低下している。

バブルの定義は必ずしも明確ではないが、広辞

苑によると、泡・気泡・泡沫、転じてバブル経済

とは、投機により生ずる実体経済とかけ離れた相

場や景気をいうとある。本稿では、土地バブルを、

ミクロ的には投機により地価が異常高騰し、土地

のファンダメンタル（収益還元価額）から大きく

乖離した状態、マクロ的には、投機により の

伸び率に対比して地価の上昇率が異常に高い状態

をさすこととし、バブル期を昭和 年から平成

年の間とする。投機とは、もっぱら転売益（キャ

ピタルゲイン）を得る目的の土地売買をさす。

さて、バブルを招いた要因であるが、国内要因

としては ㋑経済のソフト化・サービス化・ 化、

情報化、国際化等の進展及び東京の金融・情報機

能の強化に必要な事務所需要の増加 ㋺団塊の世

代の住宅需要ラッシュ ㋩都心部から周辺地域へ
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付図 東京圏の地価と と一人当たり雇用者報酬の推移 

注 地価：地価公示 東京圏 全用途平均 昭和 年を とした
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の住宅の買換需要の増大 ㊁企業の資金調達事情

の変化（転換社債や株式の時価発行による資金調

達と資金コストの引き下げ） ㋭過剰流動性の存

在と投機取引の増加 ㋬根強い土地神話の信奉等

数多くの要因があげられる。東京都心部の事務所

需要の見通しについては、国土庁大都市圏整備局

の首都改造計画、国土利用白書、民間シンクタン

ク等の推計が不本意ながら火に油を注ぐような結

果になったと思う。また、外的要因としては、㋑

日米間の貿易不均衡是正のため執り行われたプラ

ザ合意（昭和 年 月）に基づく為替の大幅切り

上げ（ ドル 円台→ 円台） ㋺日米構造協

議に基づく内需拡大 ㋩円高不況に対処するため

の金利の引き下げと金融緩和等を挙げることが出

来る。内需拡大のために、前川レポート（昭和

年 月）を踏まえて規制緩和、公共事業の追加、

民間活力の活用による大型プロジェクトの推進等

が行われた。大川端、みなと未来、神戸ハーバー

ランド、品川貨物ヤード等の開発や

アクアライン、明石海峡大橋の工事

もこの時始められた。

金利の引き下げは、昭和 年

月の ％から 年間の内に数次に

わたり ％まで引き下げられ、こ

の低金利が 年 カ月も継続したの

である。マネーサプライも、全国銀

行の不動産業向け貸出残高の対前年

伸び率は二桁台で増加し、特に、昭

和 年から昭和 年の間は年率

前後で、総貸出残高の伸び率の倍

以上の勢いであった。

地価の高騰は、社会経済に様々な

影響を及ぼす。初期の穏やかな上昇

過程では、資産効果による消費拡

大・経済の活性化、土地利用の高度

化、都市構造の純化等社会経済に好

ましい影響をもたらす側面があり歓

迎されるのであるが、一旦バブルが

発生すると、住宅問題の深刻化、社

会基盤整備のための用地取得難、市

場への新規参入阻害、土地利用に混乱、地域コミ

ュ二テイの崩壊、格差の拡大と社会的不公平の増

大、モラルハザード・人心の荒廃等多くの弊害を

もたらす。その上遅かれ早かれ確実に訪れるバブ

ル崩壊後の混乱を考えれば、事態は一層深刻であ

る。（付図 、 ）

 臨時行政改革審議会の答申と政府の土地対策
要綱の決定

イ 政府では、このような事態に対処するため、

昭和 年 月関係 省庁大臣から成る地価対策

関係閣僚会議を設け、昭和 年 月地価対策の検

討方針について申し合わせを行った。そして昭和

年 月臨時行政改革審議会に土地対策検討委員

会（土地臨調）を設置して、地価等土地対策につ

いて諮問した。

なお、地価対策関係閣僚会議は、昭和 年

月竹下内閣の下で、土地対策関係閣僚会議に拡
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大・改組されるとともに、国土庁長官が、土地対

策担当大臣に任命され、事務局は土地局とされた。

土地臨調は、委員長 大槻文平 審議会会長 、委

員長代理 宮崎輝 旭化成 、主査 林修三 元法制局

長官）、委員 加藤寛 慶応大教授 、屋山太郎 評論

家 、坪井東 三井不動産 ほか、学者、労組代表、

役人 等錚々たる 名の人達で構成された。

土地臨調では、鋭意検討を重ねられ、昭和

年 月に「当面の地価対策」を、昭和 年 月

には中長期視点に立った「地価等土地対策」を答

申した。政府はこれらの答申を受け、それぞれ直

ちに｢緊急土地対策要綱｣及び「総合土地対策要綱」

を作成して閣議決定し、以後バブル期の土地対策

は、おおむね、この つの要綱に基づき推進され

ることとなった。

ロ 土地対策要綱に定められている主な項目は、

緊急対策要綱では、監視区域制度の機動的運用、

規制区域の指定準備、不動産業者に対する指導の

徹底、金融機関等に対する指導、旧国鉄用地及び

国公有地処分、居住用財産の買換特例制度の廃止

等税制上の措置、市街化区域内農地に対する課税

の適正化、住宅・宅地供給の計画的推進、大規模

開発プロジェクトの推進、都市再開発の促進、工

場跡地・市街化区域内農地等の宅地化の推進等で

ある。

総合対策要綱では、土地対策についての基本的

認識の確立、首都機能・都市機能・産業機能等の

分散、宅地対策・住宅対策の推進、土地利用計画

の広域性・詳細性の確保、不動産取引市場の整備、

土地評価制度の見直し等である。

土地関連融資規制

土地関連融資規制及び土地取引規制は、昭和

年頃から始まった都心の地価急騰に取り急ぎ対処

しその沈静化を図るため、土地対策要綱の閣議決

定に先立ち、土地局のイニシャチティブの下に開

始された。

土地局は、地価急騰は土地関連融資の影響が強

いと判断し、昭和 年 月土地局長名で大蔵省銀

行局長あてに「土地関連融資については著しく適

正を欠く価格での土地取引や投機的取引を助長し

ないよう」金融機関に対する指導を要請した。そ

の後も、昭和 年 月と 月に東京都心部での

急騰やその周辺地域への波及に鑑み、繰り返し指

導方を要請した。銀行局では、その都度 局長通

達をもって指導に努られたが、昭和 年 月以降

は、高騰地域に関連する 金融機関に対して、

個別融資案件ごとに特別ヒアリングを実施し指導

の徹底を図られた。ヒアリング内容は、利用計画

を確認し、転売による投機的取引の排除に万全を

期そうとするものであったと聞く。しかし、審査

案件の多くは、実需であるというのが金融機関側

の説明だったようである。その実、土地局が登記

所で融資案件について追跡調査をすると、短期転

売されているものが少なからず認められた。燃え

盛る投機の抑止が如何に困難であるかを思い知ら

されるとともに、行く場のないお金を抱えた金融

機関の苦悩の一端を知ることが出来た。

引き続き、融資規制は、昭和 年 月緊急土

地対策要綱の閣議決定を受け、「監視区域内の届出

対象土地取引については、不勧告通知の確認を行

うよう」通達されるとともに、平成に入ると、地

価上昇は東京圏では沈静化傾向が認められるよう

になったが、換わって、大阪圏、名古屋圏、地方

主要都市に波及しこれらの地域で激しい上昇とな

った。大阪圏等での上昇は市場規模が小さいせい

か東京圏に劣らず急激だった。そこで平成元年

月には、従来の全国銀行協会、地方銀行協会、相

互銀行、生命保険、損害保険、農林関係金融機関

に、ノンバンクたる貸金業者も指導対象に加え、

融資の厳正化について改めて通達された。（付図 ）

以上のような行政指導にも拘わらず、地価の動

向は大阪圏等でなお予断を許さない状況であり、

土地関連融資の伸びも総貸出の伸びを上回ってい

る状況にあったので、平成 年 月銀行局長から、

当面不動産業向けの貸し出しについては、その増

勢を総貸出の増勢以下に抑制することを目途に調

整を図られたい旨の要請が金融機関等になされた。

これがいわゆる総量規制である。この通達は、銀
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員長代理 宮崎輝 旭化成 、主査 林修三 元法制局

長官）、委員 加藤寛 慶応大教授 、屋山太郎 評論

家 、坪井東 三井不動産 ほか、学者、労組代表、

役人 等錚々たる 名の人達で構成された。

土地臨調では、鋭意検討を重ねられ、昭和

年 月に「当面の地価対策」を、昭和 年 月

には中長期視点に立った「地価等土地対策」を答

申した。政府はこれらの答申を受け、それぞれ直

ちに｢緊急土地対策要綱｣及び「総合土地対策要綱」

を作成して閣議決定し、以後バブル期の土地対策

は、おおむね、この つの要綱に基づき推進され

ることとなった。

ロ 土地対策要綱に定められている主な項目は、

緊急対策要綱では、監視区域制度の機動的運用、

規制区域の指定準備、不動産業者に対する指導の

徹底、金融機関等に対する指導、旧国鉄用地及び

国公有地処分、居住用財産の買換特例制度の廃止

等税制上の措置、市街化区域内農地に対する課税

の適正化、住宅・宅地供給の計画的推進、大規模

開発プロジェクトの推進、都市再開発の促進、工

場跡地・市街化区域内農地等の宅地化の推進等で

ある。

総合対策要綱では、土地対策についての基本的

認識の確立、首都機能・都市機能・産業機能等の

分散、宅地対策・住宅対策の推進、土地利用計画

の広域性・詳細性の確保、不動産取引市場の整備、

土地評価制度の見直し等である。

土地関連融資規制

土地関連融資規制及び土地取引規制は、昭和

年頃から始まった都心の地価急騰に取り急ぎ対処

しその沈静化を図るため、土地対策要綱の閣議決

定に先立ち、土地局のイニシャチティブの下に開

始された。

土地局は、地価急騰は土地関連融資の影響が強

いと判断し、昭和 年 月土地局長名で大蔵省銀

行局長あてに「土地関連融資については著しく適

正を欠く価格での土地取引や投機的取引を助長し

ないよう」金融機関に対する指導を要請した。そ

の後も、昭和 年 月と 月に東京都心部での

急騰やその周辺地域への波及に鑑み、繰り返し指

導方を要請した。銀行局では、その都度 局長通

達をもって指導に努られたが、昭和 年 月以降

は、高騰地域に関連する 金融機関に対して、

個別融資案件ごとに特別ヒアリングを実施し指導

の徹底を図られた。ヒアリング内容は、利用計画

を確認し、転売による投機的取引の排除に万全を

期そうとするものであったと聞く。しかし、審査

案件の多くは、実需であるというのが金融機関側

の説明だったようである。その実、土地局が登記

所で融資案件について追跡調査をすると、短期転

売されているものが少なからず認められた。燃え

盛る投機の抑止が如何に困難であるかを思い知ら

されるとともに、行く場のないお金を抱えた金融

機関の苦悩の一端を知ることが出来た。

引き続き、融資規制は、昭和 年 月緊急土

地対策要綱の閣議決定を受け、「監視区域内の届出

対象土地取引については、不勧告通知の確認を行

うよう」通達されるとともに、平成に入ると、地

価上昇は東京圏では沈静化傾向が認められるよう

になったが、換わって、大阪圏、名古屋圏、地方

主要都市に波及しこれらの地域で激しい上昇とな

った。大阪圏等での上昇は市場規模が小さいせい

か東京圏に劣らず急激だった。そこで平成元年

月には、従来の全国銀行協会、地方銀行協会、相

互銀行、生命保険、損害保険、農林関係金融機関

に、ノンバンクたる貸金業者も指導対象に加え、

融資の厳正化について改めて通達された。（付図 ）

以上のような行政指導にも拘わらず、地価の動

向は大阪圏等でなお予断を許さない状況であり、

土地関連融資の伸びも総貸出の伸びを上回ってい

る状況にあったので、平成 年 月銀行局長から、

当面不動産業向けの貸し出しについては、その増

勢を総貸出の増勢以下に抑制することを目途に調

整を図られたい旨の要請が金融機関等になされた。

これがいわゆる総量規制である。この通達は、銀

付図 バブル期における 大都市圏の地価上昇率 
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行局自らの判断で発出された。土地局としては、

金融自由化が進む状況下でよく踏み切ってくれた

と歓迎したが、欲を言えばもう少し早ければ大阪

圏等への波及を緩和出来たのではないか、という

思いでもあった。

この総量規制がバブル崩壊の契機となったが、

そのことをもって総量規制が、バブル崩壊後に続

く失われた 年、 年の元凶と非難する向きも

あろうかと思うが、それは正鵠を得ていないと思

う。総量規制は、貸出枠を凍結ないし固定しよう

とするものではなく、あくまでも総貸出の伸び以

下に抑制しようとするもので、かつ、公的開発資

金は除外されており、それほど厳しい締め付けと

は思われない。

高い担保掛け目で土地関連融資がスパイラル的

に拡大し、土地神話を信奉する人々の土地に対す

る過剰な期待と執着心が高まる状況の下では、こ

の量的規制は、他に過剰流動性を吸収する手段も

見当たらない中で、やむを得ぬ措置であったと思

う。

土地取引規制

イ 監視区域の創設

国土庁では、土地関連融資規制と併せて土地取

引規制を実施すべく、昭和

年 月東京都との間に「地価

高騰対策連絡会議」を設置し

検討の結果、国土利用計画法

を一部改正し、知事・指定市

市長（知事等）が、地価が急

激に上昇し又はその恐れがあ

って、適正かつ合理的な土地

利用が困難になると認められ

る区域を、監視区域として指

定し、比較的小さな面積の土

地取引も事前届出の対象とす

る制度を創設することとした。

昭和 年に制定された国

土利用計画法は、国土利用計

画・土地利用基本計画と土地

取引規制で構成されている。国土利用計画等につ

いては後述するが、土地取引規制制度の概要は、

全国的に一定規模以上の土地取引に適用される事

前届出制度及び届出等がなされた土地について、

一定期間経過後も利用されていない土地の利用促

進制度である遊休土地制度並びに投機的取引が相

当の範囲にわたり集中したり、地価が急激に上昇

している地域又はその恐れのある地域に指定され

る規制区域から成っていた。

全国的に適用される事前届出制度は、市街化区

域内 ㎡、都市計画区域内 ㎡、都市計画

区域外 ㎡以上の土地について、土地売買等

の契約を締結しようとする場合、知事等に予定売

買価格、利用目的等を事前に届出なければならず、

知事等は必要に応じ取引の中止や変更を勧告する

ことが出来ることとなっており、従わない時のペ

ナルティは公表である。しかし、この制度は、届

出対象面積が売買実態からみて大きすぎ、地価対

策としては、より実効性のある制度の創設が必要

であった。

規制区域制度は、区域内の全ての土地取引が許

可制で、取引価格は区域指定時の価格を物価修正

した価格に統制され、取引後の土地利用目的も自
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己居住等に限定されるという極めて厳しい制度で

あり、無許可契約は無効である。

規制区域については、土地対策を推進する過程

で各方面から機動的に指定すべきではないかとい

う意見があり、土地対策要綱でも指定の準備を行

うよう定められていた。そこで土地局では、昭和

年 月地方公共団体の担当者も入った検討委員

会を立ち上げ、区域指定について検討を行ったが、

指定のための事前の詳細調査、指定要件適否の判

定、利用目的及び価格の審査方式、周辺地域に地

価高騰を波及させないための措置、不許可の場合

の買い取り請求権の処理、解除後の反騰に対する

懸念、執行体制の整備など多くの課題が確認され

た。さらに、国土庁長官と首都圏知事との間で個

別に意見交換を行っていただいたが、知事側から

隣接地域の地価高騰や宅地供給の阻害要因になり

かねず、地域の社会経済に及ぼす影響が甚大過ぎ

ると反対の意思が表示された。このような経緯を

経て結局この制度の運用は断念せざるを得なかった。

ロ 監視区域の運用

土地取引規制は、喫緊の課題と考えられていた

ので、当面の措置として、とりあえず東京都が条

例を制定し、昭和 年 月から千代田区等で届出

対象面積を ㎡以上と定めて、事前届出による

取引規制を実施した。それから約半年遅れの昭和

年 月国土利用計画法の改正により監視区域制

度が創設され、同年 月初めて東京都、神奈川県、

横浜市、川崎市で監視区域が指定された。届出対

象面積は ㎡以上であった。

以後バブル期を通じて、監視区域制度は直接的

な土地取引規制のツールとして大いに活用された。

規制方法は、全国的に一定の規模以上の土地取引

に適用される場合と同様、事前届出－指導―勧告

―公表である。その後、監視区域は、三大都市圏、

地方主要都市、リゾート開発地域等で、次々に指

定されるとともに、届出対象面積も引き下げられ

ていった、

昭和 年 月から東京都、横浜市、川崎市の

市街化区域全域で ㎡に引き下げられ、その他

の都市にも区域指定、届出対象面積の引き下げが

急速に拡大した。

監視区域指定の実績は、昭和 年 月現在、

都府県・指定市 市区町村、平成 年 月には、

都府県市・指定市 市区町村に達している。

なお、全取引件数に占める届出対象となる件数の

割合は、当時、届出面積 ㎡以上の場合でおお

むね ％、 ㎡以上で ％程度であり、届出件

数の内、指導案件は ％、その内届出取り下げ

％、価格変更 ％程度であった。勧告にまで至

ったのは僅かである。

制度運用上の課題は、機動的でタイムリーな区

域指定、的確な届出価格の審査・指導、人材の確

保・事務処理体制の整備等であるが、現場では、

指導価格の合理的な設定、虚偽申請・値踏みの処

理、迅速な審査等の苦労が多かったと聞く。

運用の効果としては、異常な地価形成に警鐘を

鳴らし、地価上昇の速度を抑制する上で、その効

果は大きかったと思うが、審査は、近傍類地の取

引価格に時点修正等ある程度のアロウアンスをみ

た価額を基準として行っていたので、区域指定後

上昇が相当期間継続する場合には、高騰を後追い

的に容認するような結果になったと思う。

その後も、土地基本法を受けて平成 年 月に

国土利用法が改正され、価格要件のほかに投機的

取引と認められる場合にも、知事等は契約締結の

中止を勧告することが出来ることとなった。

また、国土庁は、高騰がなお沈静化しない状況

に鑑み、知事等に監視区域の総点検を要請し、少

なくとも年率 ％以上の上昇がみられる地域を

早急に区域指定するとともに、対象面積の引き下

げについても通達している。

監視区域制度は、地価対策の大切なツールの一

つであったが、以上見てきたようにその運用は必

ずしも容易ではなかった。制度運用に当たっては、

区域指定は迅速に、審査・指導価格は収益還元価

格を基準に厳格に設定するとともに、早急に諸対

策を講じ短期間で監視区域の指定を解除しうるよ

うな環境整備を急ぐことが肝要だと思われた。バ

ブル崩壊後、土地取引規制制度は改正され、現在
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己居住等に限定されるという極めて厳しい制度で

あり、無許可契約は無効である。

規制区域については、土地対策を推進する過程

で各方面から機動的に指定すべきではないかとい

う意見があり、土地対策要綱でも指定の準備を行

うよう定められていた。そこで土地局では、昭和

年 月地方公共団体の担当者も入った検討委員

会を立ち上げ、区域指定について検討を行ったが、

指定のための事前の詳細調査、指定要件適否の判

定、利用目的及び価格の審査方式、周辺地域に地

価高騰を波及させないための措置、不許可の場合

の買い取り請求権の処理、解除後の反騰に対する

懸念、執行体制の整備など多くの課題が確認され

た。さらに、国土庁長官と首都圏知事との間で個

別に意見交換を行っていただいたが、知事側から

隣接地域の地価高騰や宅地供給の阻害要因になり

かねず、地域の社会経済に及ぼす影響が甚大過ぎ

ると反対の意思が表示された。このような経緯を

経て結局この制度の運用は断念せざるを得なかった。

ロ 監視区域の運用

土地取引規制は、喫緊の課題と考えられていた

ので、当面の措置として、とりあえず東京都が条

例を制定し、昭和 年 月から千代田区等で届出

対象面積を ㎡以上と定めて、事前届出による

取引規制を実施した。それから約半年遅れの昭和

年 月国土利用計画法の改正により監視区域制

度が創設され、同年 月初めて東京都、神奈川県、

横浜市、川崎市で監視区域が指定された。届出対

象面積は ㎡以上であった。

以後バブル期を通じて、監視区域制度は直接的

な土地取引規制のツールとして大いに活用された。

規制方法は、全国的に一定の規模以上の土地取引

に適用される場合と同様、事前届出－指導―勧告

―公表である。その後、監視区域は、三大都市圏、

地方主要都市、リゾート開発地域等で、次々に指

定されるとともに、届出対象面積も引き下げられ

ていった、

昭和 年 月から東京都、横浜市、川崎市の

市街化区域全域で ㎡に引き下げられ、その他

の都市にも区域指定、届出対象面積の引き下げが

急速に拡大した。

監視区域指定の実績は、昭和 年 月現在、

都府県・指定市 市区町村、平成 年 月には、

都府県市・指定市 市区町村に達している。

なお、全取引件数に占める届出対象となる件数の

割合は、当時、届出面積 ㎡以上の場合でおお

むね ％、 ㎡以上で ％程度であり、届出件

数の内、指導案件は ％、その内届出取り下げ

％、価格変更 ％程度であった。勧告にまで至

ったのは僅かである。

制度運用上の課題は、機動的でタイムリーな区

域指定、的確な届出価格の審査・指導、人材の確

保・事務処理体制の整備等であるが、現場では、

指導価格の合理的な設定、虚偽申請・値踏みの処

理、迅速な審査等の苦労が多かったと聞く。

運用の効果としては、異常な地価形成に警鐘を

鳴らし、地価上昇の速度を抑制する上で、その効

果は大きかったと思うが、審査は、近傍類地の取

引価格に時点修正等ある程度のアロウアンスをみ

た価額を基準として行っていたので、区域指定後

上昇が相当期間継続する場合には、高騰を後追い

的に容認するような結果になったと思う。

その後も、土地基本法を受けて平成 年 月に

国土利用法が改正され、価格要件のほかに投機的

取引と認められる場合にも、知事等は契約締結の

中止を勧告することが出来ることとなった。

また、国土庁は、高騰がなお沈静化しない状況

に鑑み、知事等に監視区域の総点検を要請し、少

なくとも年率 ％以上の上昇がみられる地域を

早急に区域指定するとともに、対象面積の引き下

げについても通達している。

監視区域制度は、地価対策の大切なツールの一

つであったが、以上見てきたようにその運用は必

ずしも容易ではなかった。制度運用に当たっては、

区域指定は迅速に、審査・指導価格は収益還元価

格を基準に厳格に設定するとともに、早急に諸対

策を講じ短期間で監視区域の指定を解除しうるよ

うな環境整備を急ぐことが肝要だと思われた。バ

ブル崩壊後、土地取引規制制度は改正され、現在

では、全国的に一定の規模以上の土地取引に適用

されていた届出制度は事前届出から事後届出に改

められ、事前届出制度は、注視区域制度（新設制

度で、地価上昇地域等に指定され、届出対象面積

は全国的な一定の規模以上の土地取引の場合と同

じ、指定期間は 年以内）、監視区域制度及び規制

区域制度となっている。

土地対策要綱に基づく諸対策の推進

緊急土地対策要綱及び総合土地対策要綱に定め

られた諸対策の内、特に印象に残っているものは

次のとおりである。

イ 緊急土地対策要綱に基づく対策

緊急土地対策要綱では、当面緊急に講ずべき対

策が定められており、㋑ まず、旧国鉄用地の処

分については、処分用地の多くが市街地の好位置

に在って、いずれも高値を呼び、市場に油を注ぐ

ような状況になった。用地の処分は、国鉄清算事

業団にとっても、土地の有効利用を促進する上で

も望ましいことであるが、一般競争入札の下では

高値落札が避けられなかったため、地価対策の観

点から政府・与党に調整をお願いし、当面処分を

凍結していただいた。また、平成元年凍結解除後

も、処分に当たり買い戻し条項を付したり、地価

を顕在化させない方法での処分を工夫していただ

いたりし、大変ご迷惑をお掛けした。

国公有地についても、老朽化、非効率な庁舎、

宿舎等の有効高度利用を図るとともに、旧国鉄用

地に準じ未利用の土地の払い下げが行われた。

㋺ 次に、居住用財産の買換特例制度については、

都心部の土地を高値で売却しその額の範囲内で郊

外の土地を買い換える場合、譲渡益課税が繰延べ

されることとなっていたので、郊外土地の地価高

騰の一因となった。この制度は、苦労して創設さ

れた住宅政策上大切な制度であったが、関係方面

と調整の結果廃止することとなった。（バブル崩壊

後この制度は復活している。）

土地税制としては、土地対策要綱決定前、既に、

土地取得後 年以内に譲渡した場合の譲渡益に対

する超短期重課制度（通常の法人税に 加算）

が設けられていた。

㋩ 市街化区域内の農地問題については、農業者

側との調整に少し時間を要したが、長期営農継続

制度のもとで偽装農地が多く、宅地化阻害要因に

なっているとの指摘があって、平成 年 月に長

期営農継続制度を廃止し、改めて生産緑地と宅地

化すべき農地に仕分けして、課税の適正化、優良

農地の保全及び宅地化の促進が図られた。

㊁ その他、固定資産税、相続税の評価替えによ

る適正化、譲渡所得課税の見直し等土地税制の活

用、工場跡地・低未利用地・臨海部等を活用した

都市再開発や住宅・宅地開発による供給対策が積

極的に推進された。

ロ 総合土地対策要綱に基づく対策

総合土地対策要綱では、中長期の視点に立った

総合的な諸対策が定められている。

㋑ まず、土地対策の基本的認識の確立について

は、 土地の所有には利用の責務が伴うこと、

土地の利用に当たっては公共の福祉が優先するこ

と、 土地の利用は計画的に行わなければならな

いこと、 開発利益はその一部を社会に還元し、

社会的公平を確保すべきこと、 土地の利用と受

益に応じて社会的な負担は公平に負うべきもので

あることを基本認識とし、この基本認識の下に国

民の理解と協力を得つつ土地対策の推進を図るこ

とと定めている。これらの項目は、土地臨調の答

申をそのまま受けたもので、答申では、土地は、

公共性・社会性をもった財であり、もはや土地問

題の解決は、土地についての国民の共通認識の確

立なくしては不可能である、と強調し、当時の投

機的取引の頻発、地価高騰、バブル膨張とそれら

によってもたらされる弊害に対し強い危機意識を

表している。このような意識が、土地基本法の制

定に発展して行く。

㋺ 首都機能移転については、人口・産業が首都

圏なかんずく東京一極に集中する弊害を根本的に

是正するため、高度成長期から何度も唱えられて

きたが、この時は、衆参両院の決議もあって、内
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閣に有識者による懇談会を設けて検討が重ねられ、

国土庁にもそのためのポストも設置された。いく

つかの移転先の候補地も選ばれたが、結局、結論

を得ずに終わっている。これからも国土の均衡あ

る発展、国土の強靭化・危機管理のために、幅広

く検討し結論を得て欲しいと思う。

諸機能の分散策としては、多極分散型国土形成

促進法が、国土庁長官の陣頭指揮の下に、急遽制

定され、浦和・大宮、立川・八王子、成田・千葉

ニュータウン等の業務核都市の建設が推進された。

公団等の行政機関の都心外への移転も、十分な成

果を挙げたとは言えないが、計画的に推進された。

土地対策として、このように広範な需要抑制策が

講じられたのは初めてだと思う。

㋩ 住宅・宅地対策も、新開発、再開発、低未利

用地の有効・高度利用、市街化区域内農地の宅地

化など、必要な制度整備を行いながら積極的に推

進された。宅地開発と交通アクセスの一体的整備

として筑波新線の建設が推進され、また、東京・

大阪臨海部の大規模再開発、道路・鉄道等の上空

利用、大深度地下利用、定期借地権制度の創設等

も進められ実現の見ているのである。

㊁ 土地利用計画については、広域性と詳細性の

確保が要請されていた。広域性については、首都

圏整備計画等を広域的なマスタープランとして、

その充実を図り、諸機能の適正配置や広域的社会

資本の整備を推進するとともに、同時に詳細性に

ついては、都市計画の地区計画制度を活用して高

度利用地区を積極的に指定する等により再開発、

高度利用が促進された。土地対策要綱では、直接

国土利用計画法に言及していない。しかし、答申

では、「土地利用計画には、その計画の実効性確保

手段の整備が欠かせない。この見地から、制度運

用を含め関係制度の見直しが必要である。」と指摘

している。国土利用計画法を念頭に置いた指摘だ

ろうと思う。

国土利用計画法では、国土利用計画と土地利用

基本計画を定めることとしており、前者では、自

然環境の保全、健康で文化的な生活環境を確保し、

国土の均衡ある発展を図ることを基本理念として、

全国計画、都道府県計画、市町村計画を策定し、

後者では、都道府県の区域を都市地域、農業地域、

森林地域、自然公園、自然保全地域の 種類の地

域に区分するとともに土地利用の調整に関する事

項を定めることとしている。しかし、両者ともに

具体的内容が不十分であり、特に、首長が通常自

ら定める地域整備計画や都市計画法・農業振興地

域整備法等の個別法に基づく各種計画との関係、

地域区分のおける白地地区・重複地区の取り扱い、

計画における広域性の確保等が気になるところで

あった。国土利用計画法は、昭和 年代後半の地

価の高騰、土地利用の混乱と言う緊急事態の中で

の制定であったから、とりあえず国土利用の上位

計画として、その枠組みを構築し、内容は漸次充

実を図って行く方針だったと思う。バブル時に白

地地域の土地利用の混乱やエンピツビルの建設、

地上げ地の利用規制等についても問題になったが、

私共には同法の充実をはじめ、土地利用上のこれ

らの問題について適切に対処する余裕はなかった。

その後、総合的な土地利用計画の整備・充実を図

るため、土地利用調整システム総合推進事業が実

施されていると聞いている。

㋭ 土地評価制度については、相続税・固定資産

税の評価額と地価公示価格等との相互関連の確保

に努め、地価について一物三価とも四価とも言わ

れていた公的評価の適正化、均衡化に努めたが、

土地基本法でも、公的土地評価の適正化等につい

て 条設けられることとなった。

その他、鑑定評価基準の見直し、地価公示標準

地の増加と的確な設置等地価公示制度の充実、広

域的な不動産取引情報システムの整備、土地税制

の活用に努めた。なお、地価税については、土地

保有の有利性を減殺し土地神話を打破するため、

公的評価が適正化されるまでの間の暫定的な政策

税制として、当初土地局で旗振りをしたが、途中

からもっぱら大蔵省主税局で取りまとめられた。

平成 年に実施されたが、大変厳しい税制で、平

成 年に凍結されている。
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閣に有識者による懇談会を設けて検討が重ねられ、

国土庁にもそのためのポストも設置された。いく

つかの移転先の候補地も選ばれたが、結局、結論

を得ずに終わっている。これからも国土の均衡あ

る発展、国土の強靭化・危機管理のために、幅広

く検討し結論を得て欲しいと思う。

諸機能の分散策としては、多極分散型国土形成

促進法が、国土庁長官の陣頭指揮の下に、急遽制

定され、浦和・大宮、立川・八王子、成田・千葉

ニュータウン等の業務核都市の建設が推進された。

公団等の行政機関の都心外への移転も、十分な成

果を挙げたとは言えないが、計画的に推進された。

土地対策として、このように広範な需要抑制策が

講じられたのは初めてだと思う。

㋩ 住宅・宅地対策も、新開発、再開発、低未利

用地の有効・高度利用、市街化区域内農地の宅地

化など、必要な制度整備を行いながら積極的に推

進された。宅地開発と交通アクセスの一体的整備

として筑波新線の建設が推進され、また、東京・

大阪臨海部の大規模再開発、道路・鉄道等の上空

利用、大深度地下利用、定期借地権制度の創設等

も進められ実現の見ているのである。

㊁ 土地利用計画については、広域性と詳細性の

確保が要請されていた。広域性については、首都

圏整備計画等を広域的なマスタープランとして、

その充実を図り、諸機能の適正配置や広域的社会

資本の整備を推進するとともに、同時に詳細性に

ついては、都市計画の地区計画制度を活用して高

度利用地区を積極的に指定する等により再開発、

高度利用が促進された。土地対策要綱では、直接

国土利用計画法に言及していない。しかし、答申

では、「土地利用計画には、その計画の実効性確保

手段の整備が欠かせない。この見地から、制度運

用を含め関係制度の見直しが必要である。」と指摘

している。国土利用計画法を念頭に置いた指摘だ

ろうと思う。

国土利用計画法では、国土利用計画と土地利用

基本計画を定めることとしており、前者では、自

然環境の保全、健康で文化的な生活環境を確保し、

国土の均衡ある発展を図ることを基本理念として、

全国計画、都道府県計画、市町村計画を策定し、

後者では、都道府県の区域を都市地域、農業地域、

森林地域、自然公園、自然保全地域の 種類の地

域に区分するとともに土地利用の調整に関する事

項を定めることとしている。しかし、両者ともに

具体的内容が不十分であり、特に、首長が通常自

ら定める地域整備計画や都市計画法・農業振興地

域整備法等の個別法に基づく各種計画との関係、

地域区分のおける白地地区・重複地区の取り扱い、

計画における広域性の確保等が気になるところで

あった。国土利用計画法は、昭和 年代後半の地

価の高騰、土地利用の混乱と言う緊急事態の中で

の制定であったから、とりあえず国土利用の上位

計画として、その枠組みを構築し、内容は漸次充

実を図って行く方針だったと思う。バブル時に白

地地域の土地利用の混乱やエンピツビルの建設、

地上げ地の利用規制等についても問題になったが、

私共には同法の充実をはじめ、土地利用上のこれ

らの問題について適切に対処する余裕はなかった。

その後、総合的な土地利用計画の整備・充実を図

るため、土地利用調整システム総合推進事業が実

施されていると聞いている。

㋭ 土地評価制度については、相続税・固定資産

税の評価額と地価公示価格等との相互関連の確保

に努め、地価について一物三価とも四価とも言わ

れていた公的評価の適正化、均衡化に努めたが、

土地基本法でも、公的土地評価の適正化等につい

て 条設けられることとなった。

その他、鑑定評価基準の見直し、地価公示標準

地の増加と的確な設置等地価公示制度の充実、広

域的な不動産取引情報システムの整備、土地税制

の活用に努めた。なお、地価税については、土地

保有の有利性を減殺し土地神話を打破するため、

公的評価が適正化されるまでの間の暫定的な政策

税制として、当初土地局で旗振りをしたが、途中

からもっぱら大蔵省主税局で取りまとめられた。

平成 年に実施されたが、大変厳しい税制で、平

成 年に凍結されている。

土地基本法の制定

制定への道のり

我が国では、地価の高騰が繰り返し発生し、そ

の都度、様々な社会経済問題が深刻化してきたが、

バブル発生後、特に、各方面の危機意識が強まり、

土地について国民的なコンセンサスの形成が必要

ではないかと言う機運が強くなった。

まず、昭和 年 月自民党が「緊急土地対策」

を発表し、土地についての公共性と私有財産とし

ての権利との調和がどのように図られるべきかを

重要な検討課題とした。

次いで、同年 月衆参両院に設けられていた

「土地問題等に関する特別委員会」（土地特委）に

おいて、「土地の保有、処分、利用に関する制限及

び負担のあり方について、国民的規模でのコンセ

ンサス形成に努めるべきである。」との決議がなさ

れた。 昭和 年に入ると、 月に、社会、公明、

民社、民主社会聯合の野党 党が土地の公共性を

明確化すること等を内容とする土地基本法案を国

会に提出した。また、 月には、先にふれたよう

に、土地臨調が土地に関する国民的共通認識を確

立する必要がある旨を答申し、政府の総合土地対

策要綱にも取り入れられた。この頃、経済界、労

働界、マスコミ界からも土地に対する認識や土地

基本法制定の提言が相次いでなされるようになっ

た。

こうした動きに対応すべく、同年 月国土庁は、

「土地基本法に関する懇談会」（座長林修三）を設

けて、有識者と意見交換を行い、同年 月同懇談

会が「土地基本法の考え方について」を取りまと

めた。

土地局では、現下のバブルの沈静化にはとても

間に合わないと認識していたが、せめて国民の土

地神話を打破し、将来のバブル発生の抑止と適正

な地価の形成に役立てばと言う思いで法案作成作

業に入った。

法案の概要

法案は、僅か 条で、目的、土地に関する基本

理念、土地に関する基本的施策等を定めている。

基本理念では、第 に、土地は国民のための限

られた貴重な資源であること、諸活動にとって不

可欠の基盤であること、その価値が社会的経済的

条件により変動するものであること等、公共の利

害に関係する特性を有することに鑑み、公共の福

祉のため、その特性に応じた公共的制約が課され

るものとすること。第 に、土地はその所在する

地域の諸条件に応じ適正に利用されるものとする

こと、また、適正かつ合理的な土地利用を図るた

め策定された土地利用計画に従って利用されるも

のとすること。第 に、土地は投機的取引の対象

とされてはならないこと。第 に、土地は価値の

増加に応じ適切な負担が求められるものであるこ

と。といった趣旨の つの理念を定めており、国、

地方公共団体、事業者、国民は、これらの基本理

念を尊重しなければならない責務を有する旨を規

定している。

また、基本的施策では、第 に、国及び地方公

共団体は、人口、産業の見通し、土地利用の動向

その他の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条

件を勘案し、必要な土地利用計画を策定するもの

とし、その場合、必要があれば詳細に或いは広域

に配慮して策定することとしている。この規定は、

国土利用計画法をはじめとする既存の土地利用計

画体系を意識し、その上に立って、計画策定に当

たっての勘案事項を示したものであり、今後、本

条の趣旨に即して、個別の土地計画制度において、

計画の策定、内容の充実を図るほか、必要に応じ、

新たな土地利用計画制度を創設する等の施策が展

開されることを期待したものであると解している。

第 に、土地利用計画に従った適正な土地利用の

確保を図るため、土地利用規制、事業実施その他

必要な措置等について規定している。

法案の修正、成立

法案は、各方面の意見を参考に所要の調整を経

て、平成元年 月 日政府案として閣議決定され、

同日 国会に提出された。しかし、同国会は、

リクルート問題や消費税問題等で混乱し、衆議院

の土地特委で一度審議が行われただけで継続審議
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となった。その後、 月 日召集の 国会にお

いて審議が再開され、土地特委で数次にわたる審

議等を経て、 月 日一部修正の上、自民、社

会、公明、民社の 党の賛成多数で可決された。

引き続き参議院でも一部修正の上、 月 日自

民、社会、公明、民社、聯合参議院、参院クラブ

の賛成多数で可決され、再度衆議院に回付されて、

月 日可決・成立した。

修正点は、衆議院で 項目、参議院で 項目で

あった。その中で特に印象に残っている事項をい

くつか挙げると、第 に、第 条目的の「適正な

需給関係の下での地価形成に資する見地から土地

対策を総合的に推進し」を「正常な需給関係と適

正な地価の形成を図るための土地対策を総合的に

推進し」に改められたことである。法案では、地

価の形成は、基本的には市場で決定されるべきも

のであり、土地対策は、適正な需給関係の形成を

図ることを、一義的な目的と考えていたのである

が、修正により「正常な需給関係の確立」も「適

正な地価の形成」も、土地対策の目的と位置づけ

られたわけである。

第 に、第 条の基本理念は原案では、「土地に

ついては、公共の福祉のため、その特性に応じた

公共的制約が課されるものとする。」であったが、

「土地については、公共の福祉を優先させるもの

とする。」に修正された。この点については、懇談

会でも、内閣法制局でも、憲法 条第 項・ 項

との関係で、大変議論になった。原案は、大方の

意見に基づき「公共の福祉優先」の表現を避け「公

共的制約」としたのであるが、国会の意思は、『国

土利用計画法第 条において、国土利用の基本理

念として、「国土の利用は、・・・公共の福祉を優

先させ・・・健康で文化的な生活環境の確保と国

土の均衡ある発展を目指して行われるべきもの」

と定めており、国土の利用については、一定の条

件の下での「公共の福祉優先」を明記している。

土地基本法は、土地全般に係る基本法であり、国

土利用計画法の理念をも包摂し、かつ、土地につ

いての公共性、社会性を強調したものでなければ

ならない。したがって、従来よりも踏み込み、一

定の条件の下では、個人の財産権である土地の取

得、利用、処分に関しても、公共の福祉を優先さ

せなければならない。』という結論であったと思う。

私としては、「公共の福祉優先」と言っても、あく

までも憲法で許容される範囲内での優先であり、

かつ、土地の特性上必要とされる限度内での優先

で、具体的内容は、時代の要請により変化し、立

法や判例で決められて行くべきものだと受け止め

た。

なお、第 番目の理念である「土地は投機的取

引の対象とされてはならない」については、いず

れからも特段の意見は出なかった。

第 に、政府が講ずべき措置として、法制上、

税制上の措置のほか、「金融上の措置」が加えられ

るとともに、「需要に応じた宅地供給が図られるよ

う努めること」が追加された。鋭い指摘であった。

さらに、第 条が カ条追加され、公的土地評

価については、相互の均衡と適正化が図られるよ

う努めるべき旨定められた。

いずれの修正も、土地局の立場からすれば歓迎

で異論はなかった。

法案は、 国会で成立しなければ廃案であっ

たが、こうした修正を経て共産党を除く全与野党

賛成の下に 条からなる法律として成立したわ

けである。土地基本法は、政府提出法案であるが、

国会の意思が色濃く盛り込まれた法律といえる。

おわりに

土地バブルは、数々の対策にも拘わらず膨張を

続け、金融の総量規制を契機に一挙に崩壊した。

土地局では、社会経済への深刻な影響を出来る

限り軽微とするため、バブルの早期沈静化に努め

たわけであるが、残念ながら、その面では満足す

べき成果を挙げることが出来なかったと思う。改

めて、土地対策は、平時において、住宅・宅地の

需給バランスの確保、既存制度の見直し・充実、

新たに必要な制度の整備に努めるとともに、異常

な上昇の兆しが認められる場合には、その主たる

要因を見定め、迅速・柔軟に対応する心懸けが大

切だと思う。また、当時、産官学共にストックと
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となった。その後、 月 日召集の 国会にお

いて審議が再開され、土地特委で数次にわたる審

議等を経て、 月 日一部修正の上、自民、社

会、公明、民社の 党の賛成多数で可決された。

引き続き参議院でも一部修正の上、 月 日自

民、社会、公明、民社、聯合参議院、参院クラブ

の賛成多数で可決され、再度衆議院に回付されて、

月 日可決・成立した。

修正点は、衆議院で 項目、参議院で 項目で

あった。その中で特に印象に残っている事項をい

くつか挙げると、第 に、第 条目的の「適正な

需給関係の下での地価形成に資する見地から土地

対策を総合的に推進し」を「正常な需給関係と適

正な地価の形成を図るための土地対策を総合的に

推進し」に改められたことである。法案では、地

価の形成は、基本的には市場で決定されるべきも

のであり、土地対策は、適正な需給関係の形成を

図ることを、一義的な目的と考えていたのである

が、修正により「正常な需給関係の確立」も「適

正な地価の形成」も、土地対策の目的と位置づけ

られたわけである。

第 に、第 条の基本理念は原案では、「土地に

ついては、公共の福祉のため、その特性に応じた

公共的制約が課されるものとする。」であったが、

「土地については、公共の福祉を優先させるもの

とする。」に修正された。この点については、懇談

会でも、内閣法制局でも、憲法 条第 項・ 項

との関係で、大変議論になった。原案は、大方の

意見に基づき「公共の福祉優先」の表現を避け「公

共的制約」としたのであるが、国会の意思は、『国

土利用計画法第 条において、国土利用の基本理

念として、「国土の利用は、・・・公共の福祉を優

先させ・・・健康で文化的な生活環境の確保と国

土の均衡ある発展を目指して行われるべきもの」

と定めており、国土の利用については、一定の条

件の下での「公共の福祉優先」を明記している。

土地基本法は、土地全般に係る基本法であり、国

土利用計画法の理念をも包摂し、かつ、土地につ

いての公共性、社会性を強調したものでなければ

ならない。したがって、従来よりも踏み込み、一

定の条件の下では、個人の財産権である土地の取

得、利用、処分に関しても、公共の福祉を優先さ

せなければならない。』という結論であったと思う。

私としては、「公共の福祉優先」と言っても、あく

までも憲法で許容される範囲内での優先であり、

かつ、土地の特性上必要とされる限度内での優先

で、具体的内容は、時代の要請により変化し、立

法や判例で決められて行くべきものだと受け止め

た。

なお、第 番目の理念である「土地は投機的取

引の対象とされてはならない」については、いず

れからも特段の意見は出なかった。

第 に、政府が講ずべき措置として、法制上、

税制上の措置のほか、「金融上の措置」が加えられ

るとともに、「需要に応じた宅地供給が図られるよ

う努めること」が追加された。鋭い指摘であった。

さらに、第 条が カ条追加され、公的土地評

価については、相互の均衡と適正化が図られるよ

う努めるべき旨定められた。

いずれの修正も、土地局の立場からすれば歓迎

で異論はなかった。

法案は、 国会で成立しなければ廃案であっ

たが、こうした修正を経て共産党を除く全与野党

賛成の下に 条からなる法律として成立したわ

けである。土地基本法は、政府提出法案であるが、

国会の意思が色濃く盛り込まれた法律といえる。

おわりに

土地バブルは、数々の対策にも拘わらず膨張を

続け、金融の総量規制を契機に一挙に崩壊した。

土地局では、社会経済への深刻な影響を出来る

限り軽微とするため、バブルの早期沈静化に努め

たわけであるが、残念ながら、その面では満足す

べき成果を挙げることが出来なかったと思う。改

めて、土地対策は、平時において、住宅・宅地の

需給バランスの確保、既存制度の見直し・充実、

新たに必要な制度の整備に努めるとともに、異常

な上昇の兆しが認められる場合には、その主たる

要因を見定め、迅速・柔軟に対応する心懸けが大

切だと思う。また、当時、産官学共にストックと

フロー経済の相互依存関係の研究、海外を含む金

融・不動産情報の収集・整備が不足していること

を痛感した。

バブル崩壊後、地価は長期にわたって下落し、

大量の不良債権の発生、金融機関の破綻、不動産

業、建設業をはじめ多くの企業の倒産、投資・消

費の減退とデフレの発生、住宅ローン返済の深刻

化、都市内の虫食い地の増加とコミュティの混

乱・崩壊等社会各層に多大な弊害をもたらした。

その上、少子高齢化・ 化・グローバル化の進展、

海外への企業移転等もあって、デフレが長期化し

ている。一方では、土地利用の再編・有効・高度

利用や土地の保全管理のニーズも高まっている。

年に向けた準備、震災復興、地方都心の空洞

化、限界集落の増加、農地・森林の荒廃、環境・

景観・観光・農林水産業等による地域産業起こし、

国土強靭化のための対策、外国人による土地取得

の活発化等多くの課題に直面している。これらに

対処するため、国、地方公共団体及び住民合意の

土地利用計画に基づいて所要の対策を推進してい

ただきたいものである。

土地神話は、 半世紀を経て、国民の意識から

消え去ったと思うが、金融技術の発達、世界的に

過剰流動性の存在するなかで、常に土地・不動産

市場に流入する資金の質・量、形態に注意を怠っ

てはならないと思う。

適正な地価のもとで社会経済が発展するよう、

今後とも、土地問題の研究と土地政策の進展が図

られるようご祈念申し上げる次第である。
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